
資料５－７

意見書で提案された隣接法律専門職種の権限拡大の実現について

１ 平成１３年６月１日法律第３８号による改正後の税理士法

第２条の２ 税理士は、租税に関する事項について、裁判所において、補佐人として、

弁護士である訴訟代理人とともに出頭し、陳述をすることができる。

２ 前項の陳述は、当事者又は訴訟代理人が自らしたものとみなす。ただし、当事者又

、 、 。は訴訟代理人が同項の陳述を直ちに取り消し 又は更正したときは この限りでない

２ 平成１４年５月７日法律第３３号による改正後の司法書士法

第３条 司法書士は、この法律の定めるところにより、他人の依頼を受けて、次に掲げ

る事務を行うことを業とする。

（一～五 略）

六 簡易裁判所における次に掲げる手続について代理すること。ただし、上訴の提

起、再審及び強制執行に関する事項については、代理することができない。

イ 民事訴訟法（平成８年法律１０９号）の規定による手続（ロに規定する手続

及び訴えの提起前における証拠保全手続を除く ）であつて、訴訟の目的の価。

額が裁判所法（昭和２２年法律第５９号）第３３条第１項第１号に定める額

を超えないもの

ロ 民事訴訟法第２７５条の規定による和解の手続又は同法第７編の規定による

支払督促の手続であつて、請求の目的の価額が裁判所法第３３条第１項第１

号に定める額を超えないもの

ハ 民事訴訟法第２編第３章第７節の規定による訴えの提起前における証拠保全

手続又は民事保全法（平成元年法律第９１号）の規定による手続であつて、

本案の訴訟の目的の価額が裁判所法第３３条第１項第１号に定める額を超え

ないもの

ニ 民事調停法（昭和２６年法律第２２２号）の規定による手続であつて、調停

を求める事項の価額が裁判所法第３３条第１項第１号に定める額を超えないも

の

七 民事に関する紛争（簡易裁判所における民事訴訟法の規定による訴訟手続の対

象となるものに限る ）であつて紛争の目的の価額が裁判所法第３３条第１項第。

１号に定める額を超えないものについて、相談に応じ、又は裁判外の和解につ

いて代理すること。

２（以下、略）



３ 平成１４年４月１７日法律第２５号による改正後の弁理士法

第６条の２ 弁理士は、第１５条の２第１項に規定する特定侵害訴訟代理業務試験に合

格し、かつ、第２７条の３第１項の規定によりその旨の付記を受けたときは、特定侵

害訴訟に関して、弁護士が同一の依頼者から受任している事件に限り、その訴訟代理

人となることができる。

２ 前項の規定により訴訟代理人となった弁理士が期日に出頭するときは、弁護士とと

もに出頭しなければならない。

３ 前項の規定にかかわらず、弁理士は、裁判所が相当と認めるときは、単独で出頭す

ることができる。


